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別記 7－２ 

工作物調査算定要領 
 

第 1 章 総 則 

 

（趣旨） 

第 1 条 この要領は、用地調査等共通仕様書（以下「仕様書」という。）第 84 条、第 86 条、第 95 条、

第 97 条、第 107 条及び第 109 条に規定する生産設備及び庭園に関する調査算定要領である。 

 

（適用範囲） 

第２条 この要領は、原則として、仕様書第４条第３号の「表２工作物区分」に掲げる生産設備及び庭

園（以下この要領において「工作物」という。）の調査算定に適用するものとする。 

なお、この要領によりがたい場合は、監督員の指示により、非木造要領又は機械設備要領を準用す

るものとする。 

 

第２章 調査及び調査表等の作成 

 

（調査） 

第３条 工作物の調査は、現地における調査を基本とし、必要に応じて聴き取り調査、資料調査に基づ

き、次の各号について行うものとする。 

 (1) 当該権利者が所有し、又は使用する一画の敷地における建物及び工作物の配置状況 

 (2) 工作物の種類、構造、形状、寸法、数量、所有者等及び設置（又は新設）年月 

 (3) その他補償額算定に必要と認められる事項 

 (4) 当該権利者が所有し、又は使用する一画の敷地の状況及び工作物の現況が把握できる写真の撮影 

 (5) 第２号及び第３号の調査のうち、次表の種類の工作物の調査は、原則として、次表に定める事項

について行うものとする。 

種   類 単位 調 査 事 項 摘     要 

庭 園 ㎡ 面積 

庭木、庭石等が築山あるいは泉

水等とともに巧みに配置された

本格的庭園のみを調査対象とす

る。 

写真撮影を要する。 

庭 石 

重量 

(ｔ) 

及び 

個数 

１個あたりの重量、数量、単価表の

重量区分毎の総重量 

 

春日灯籠、織部型・

蘭渓燈・山灯籠 
基 高さ、数量 写真撮影を要する。 

雪 見 灯 籠 〃 笠径、数量 写真撮影を要する。 

ブロック積花壇、化

粧ブロック積花壇、
ｍ 数量（外縁の延長） 

 



レンガ積花壇 

ブロック縁石、玉石

縁石、擬石ブロック

縁石 

〃 延長 

 

池 ㎡ 構造、面積 写真撮影を要する。 

サ イ ロ 基 規格寸法、数量 
 

溜壷（肥料壷） 〃 規格寸法、数量 
 

ビニールハウス ㎡ 

構造（木骨式、半鉄骨式、パイプハ

ウス、AP型ハウス）、面積、経過年

数、木骨式の場合はこれに加えて単

棟・連棟の区分と角柱丸太柱の区分 

加温施設、散水施設等がある場

合は、その構造・規格及び数量

を併せて調査すること。写真撮

影を要する。 

２ 前項第２号の設置（又は新設）年月の調査については、固定資産台帳、請負契約書等、施工業者又

は所有者からの聴き取り、専門家の意見等の方法により、必要な調査を行うものとする。 

３ 第１項の調査に当たっては、石綿含有建材の使用の有無について、別記８石綿調査算定要領により

調査を行うものとする。 

 

（調査表） 

第４条 工作物の調査表は、前条における調査結果に基づき、工作物調査表（様式第 64 号）に、次に

掲げる項目につき、それぞれ当該各号に定める事項を記載することにより作成するものとする。 

 (1)  所 在 地  工作物の所在地 

 (2)  調 査 年 月 日  調査を実施した年月日 

 (3)  調 査 者  調査を実施した担当者の氏名 

 (4)  所 有 者 氏 名  工作物の所有者の氏名又は名称 

 (5)  所 有 者 住 所  工作物の所有者の住所又は主たる事務所の所在地 

 (6)  土 地 所 有 者  土地所有者の氏名又は名称 

 (7)  土地所有者住所  土地所有者の住所又は主たる事務所の所在地 

 (8)  建 物 所 有 者  建物所有者の氏名又は名称 

 (9)  建物所有者住所  建物所有者の住所又は主たる事務所の所在地 

 (10) 種 類  工作物の種類又は名称 

 (11) 形 状 寸 法  工作物の構造、外形寸法、（幅×奥行×高さ）等 

 (12) 数 量  工作物の数量 

 (13) 起業地・残地の別 

 (14) 備 考  工作物の設置（又は新設）年月、復元の可否及びその他参考事項 

 

（図面） 

第５条 作成する図面の種類は、次のとおりとする。 

 (1) 工作物配置図 

 (2) 工作物の詳細図 

 (3) 写真撮影の方向図 

２ 工作物の図面は、原則として、次により作成するものとする。 

 (1) 図面は、工作物の所有者ごとに作成する。 

 (2) 図面の大きさは、原則として、工業標準化法（昭和 24 年法律第 185 号）第 11 条により制定さ



れた日本工業規格（以下「ＪＩＳ」という。）Ａ列３番横とする。 

 (3) 図面は、原則として、上方が北の方位となるように配置する。 

 (4) 図面に表示する記号は、原則として、ＪＩＳの図記号による。 

 (5) 図面等に表示する数値及び面積計算は、仕様書第 42 条による。 

 (6) 配置図は、工作物の種類又は名称ごとに番号を表示する。 

 (7) 詳細図は、必要に応じて作成し、構造、外形寸法（幅×奥行き×高さ）等を記載する。 

 (8) 写真撮影方向図は、工作物配置図等を基に、撮影の位置、方向及び写真番号を記入する。 

 (9) その他算定に必要となる図面は、適宜作成する。 

３ 次の各号に掲げる各図面の縮尺は、原則として、当該各号に定める縮尺によるものとし、各図面に

該当縮尺を記入する。ただし、これにより難い場合は、この限りでない。 

 (1) 工作物配置図  １００分の１又は２００分の１ 

 (2) 工作物の詳細図  ５０分の１又は１００分の１ 

 (3) 写真撮影方向図  １００分の１又は２００分の１ 

 

第３章 算 定 

 

（算定） 

第６条 受注者は、次の各号による外、機械設備要領又は附帯工作物要領に準じて算定を行い、工作物

移転料算定表（様式第 65号）を作成するものとする。 

  なお、庭石、ビニールハウス、その他の工作物で、機械設備要領又は附帯工作物要領に準じた算定

が困難な工作物については、監督員の指示により算定するものとする。 

 (1) 工作物移転料算定表は、工作物調査の成果に基づき、関係人ごとに取得し、又は使用しようとす

る土地（取得等用地）とそれ以外の土地（残地等）の別に標準書記載の順序に従って整理記入する

こと。この場合において、種類及び規格が同一のため同じ単価の工作物については、まとめて記入

すること。 

(2) 移転義務の有無については、工作物調査表に基づき、移転することを前提として補償されるもの

については有とし、それ以外のものについては無とすること。 

(3) 種類及び規格は、工作物調査表に基づき、適用される標準書記載の種類及び規格を記入すること。

この場合において、調査した工作物名と標準書の工作物名が異なるときは、摘要欄に調査した工作

物名を記入すること。 

(4) 標準書が適用できない庭園の移転料の算定にあたっては、庭園内の庭石、灯ろう、築山等及び立

竹木の移転に要する補償額を「庭園」として一括して算定するものとする。 

 


